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＜論文の内容の要旨＞ 
本論文の研究目的は、日本を代表する営業研究である高嶋克義の「営業プロセス・イノ

ベーション」を、「知識労働としての営業の育成・マネジメント」という枠組みを利用する

ことによって、補強し発展させることである。 

日本の営業研究は、1990 年代を中心に神戸大学の田村正紀、石井淳蔵、高嶋克義などの

マーケティング・流通研究者によって展開されてきた。彼らは、営業に IT を活用すること

で従来の、いわゆる「営業の天才」に依存した個人型営業から、組織としての顧客との関

係構築を目指した組織型営業への転換を主張し、そのために「データベース営業」、「プロ

セス管理」、「チーム営業」という 3 つの営業改革の枠組みを示した。しかしながら、これ

らの営業改革の枠組みが有効に機能している企業が存在する一方、営業担当者の統制強化

に終わったり、現場への十分な説明もないままにシステムが導入されたことで機能不全に

陥り仕組みが形骸化している場合も多い。 

本研究では、アメリカでのセールスマン研究とその後の展開、日本の 1990 年代に積極的

に展開されて今に至る営業研究、最近アメリカで展開されているセールスマンの生産性に

ついての研究を踏まえつつ、ドラッカー理論を活用した知識労働としての営業の育成・マ

ネジメントという枠組みを利用することによって、「組織による顧客志向の実践」「イノベ

ーション機会の発見」「マーケティングによる顧客創造」という 3つの研究課題を設定して

いる。本研究では、これらの研究課題について、ビジネス市場におけるサンテック、大東

建託、京セラコミュニケーションシステムという 3 つの事例研究を行うことによって、知
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識労働としての営業の育成・マネジメントという枠組みの有効性を示すことができ、「営業

プロセス・イノベーション」のかかえていた課題に応えることができるとしている。 

 本論文の構成は次のとおりである。 

序章  本研究の課題と構成 

第 1章 マーケティング理論におけるセールスフォース・マネジメント 

第 2章 日本における営業研究の系譜 

第 3章 米国におけるセールスマンの創造性研究の展開 

第 4章 営業による顧客創造についてのドラッカー的アプローチ 

第 5章 サンテックの営業人材開発システムによる顧客創造 

第 6章 大東建託のコンサルティングサービスのシステム化による顧客創造 

第 7章 京セラコミュニケーションシステムのアメーバ経営による顧客創造 

終章  ビジネス市場における営業改革に向けて 

 

以下、各章の概要を示す。 

 序章では、日本の営業研究が抱える課題を示したうえで、研究上の課題を示している。

すなわち、研究の背景、研究目的と研究課題、研究の意義と研究方法、本論文の構成につ

いて述べている。とくに研究課題について、営業活動における価値創造の重要性を背景と

し、知識労働としての営業のマネジメントについての 3 つの課題（知識労働者としての営

業担当者を方向付けるための「組織による顧客志向の実践」、市場の変化を自らの機会とす

る「イノベーション機会の発見」、実際に営業活動によって新たな価値を創造する「マーケ

ティングによる顧客創造」）があげられている。 

第 1章から第 4章は先行研究のレビューである。 

第 1 章では、アメリカのマーケティング研究における「営業」関連研究が取り扱われて

いる。営業研究の起源とされるセールスマン管理を扱う人的販売論、販売領域への科学的

管理の導入を行った販売管理論、そしてマネジリアル・マーケティング以降、とくにコト

ラーによるセールスフォース・マネジメントの課題整理、そして B to B を対象としている

日本の営業研究に影響を与えたとされる生産財マーケティングと関係性マーケティングの

概要がレビューされている。セールスマン研究に始まるアメリカの研究では、販売活動が

企業活動の一環として位置づけられ、セールスフォース・マネジメントとして体系化され

たが、それは 4Ｐのうちのプロモーションの一部という位置づけのために販売領域に限定さ

れ、顧客の開拓・維持・増加という課題が扱われることはない。 

第 2 章では、日本のマーケティング・流通研究者たちによる日本の企業を対象とした営

業研究の展開を概観することで、アメリカの研究とは異なる日本の営業研究の特徴を明ら

かにしている。アメリカのセールスフォース・マネジメント研究は主として個人消費者や

小売店舗を対象とした販売の研究であるが、日本の営業研究では、まず「営業」と「販売」

の違いが問題となる。営業とは、販売のみならず、顧客からの情報収集活動、事後的サー
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ビス活動など前後の過程を含んだ顧客との関係構築・維持にかかわる活動だとされる。 

1990 年代バブル崩壊後、サービス需要の高度化、製品知識の高度化、情報技術の発達、

コスト競争の激化、過剰在庫、成長率の鈍化の中で、販売問題が浮上し、従来の個人型営

業からの脱却が課題となった。個人型営業には、顧客対応の迅速性、顧客との人間関係に

よる優位性、営業責任の明確化、営業担当者の営業ノウハウの取得等の利点があるが、過

剰な顧客志向と過剰な現場主義という問題点がある。これらは企業の顧客志向を歪めたり、

情報の属人化をもたらす。これらを解決するために、ＩＴを活用し、個人主体の営業から

組織主体の営業への転換を図り、営業活動の標準化によって、成績の低い者や経験の浅い

者の底上げが図られた。 

このような従来の個人型営業から顧客との組織間関係を重視した組織型営業への変遷を

辿るために、日本の営業研究を包括する高嶋克義の「営業プロセス・イノベーション」の

意義と課題が考察されている。そこでは、営業担当者の持つ顧客情報を部門内外で共有化

するための「データベース営業」、営業プロセスを可視化し各プロセスにおける改善指導を

行う「プロセス管理」、技術部門との連携によって特定顧客の課題解決型営業の実現を図る

「チーム営業」が提起された。しかし、それぞれについて、データベースが活用されない、

硬直化したプロセス管理が弊害を生む、営業担当者の創造性が低いという課題が指摘され

ている。 

そして「営業プロセス・イノベーション」以降の研究展開においては、営業担当者の自

律性や人材育成の視点から考える営業のあり方、また営業のサービス化といったマネジメ

ントに焦点があててられ、個人の創造性の重要性が認識されるようになったことが示され

ている。 

第 3 章では、日本の営業研究が抱えている営業担当者の創造性を如何に発揮させるかと

いう課題に関連し、近年のアメリカにおけるセールスマンの創造性研究を取り上げている。

ここでは、セールスマンの持つ創造性の役割や意義について明らかにすると共に、マネジ

メントにおいて現場の創造性を発揮する上で影響を与える要因が何なのかを明らかにして

いる。これによって営業という存在が従来の「チャネル」としての役割から「価値創造」

としての役割へ大きな転換を図っていることが示唆されている。 

第 4 章では、組織として営業を通じて如何に成果をあげるのかという課題に対し、ドラ

ッカーの顧客創造の理論を活用しながら、知識労働としての営業による顧客創造の理論的

フレームワークを提示し、その構成要素となる「組織による顧客志向の実践」、「イノベー

ション機会の発見」、「マーケティングによる顧客創造」について考察を行っている。そし

て、それらをリサーチ・クエスチョン「企業がどのように知識労働者としての営業担当者

を育成・マネジメントする仕組みを構築し、営業プロセス・イノベーションを如何に有効

に活用し成果をあげているのか」と言い換え、知識労働者としての営業の育成・マネジメ

ントに関する以下の章における事例研究のための課題設定を行なっている。 

第 5章、第 6章、第 7章では、3つの生産財企業の営業による成功事例を取り上げ、4章
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で提示した顧客創造の理論的フレームワークに沿って事例研究を行なっている。各章の前

半は組織による知識労働としての営業を育成・マネジメントするための仕組みについて顧

客志向、イノベーション機会、マーケティングの視点から考察を行なっている。後半はこ

れらを基盤とした組織としての営業に着目し、独自のソリューション展開によって顧客創

造に成功している具体的な事例を分析している。 

第 5 章は、電気設備工事会社の㈱サンテックの営業事例である。同社の人材開発システ

ムが新規ビジネスや新規顧客の開拓を重視した評価基準を持ち、知識労働としての営業を

育成・マネジメントしていることを考察している。また組織的営業展開として、自動車部

品業界における環境優先・軽量化といった市場変化を理解して、全国の樹脂部品メーカー

を対象に工場・社屋建設の「建設支援サービス」の展開を行った事例と、生産設備の「総

合エンジニアリングサービス」の展開について分析を行なっている。 

 第 6 章は、賃貸住宅メーカーの大東建託㈱の営業事例である。同社の、顧客と一体と

なった事業運営のための「大東オーナー会」を含めて、コンサルティングサービスのシス

テム化が知識労働としての営業を育成・マネジメントしていることが考察されている。ま

た組織的営業展開として、全国の農家が抱える高齢化と後継者不足の問題に着目し、顧客

の賃貸経営リスクに対応した 35 年一括借上による「賃貸経営受託システム」の展開と、顧

客の賃貸住宅の資産承継に関わる「不動産管理信託サービス」、「資産承継コンサルティン

グサービス」について分析を行なっている。 

 第 7 章は、情報システムサービスの京セラコミュニケーションシステム㈱の営業事例

である。同社のアメーバ経営システムが知識労働としての営業を育成・マネジメントして

いることが考察され、また組織的営業展開として、同社の営業がデータセンター市場にお

ける施設の経年劣化とサーバーの技術進歩とのギャップから、データセンターの乗り換え

需要が拡大することに着目することによって展開された「データセンター移設業務代行」

の事例と、ヘルプデスクとデスクサイドを統合した「サービスデスクサービス」の事例が

分析されている。 

終章では、「組織による顧客志向の実践」、「イノベーション機会の発見」、「マーケティン

グによる顧客創造」についての、事例研究から得られた知見が整理され、企業が営業担当

者の知識労働を育成・マネジメントすることにより、高嶋克義の「営業プロセス・イノベ

ーション（データベース営業・プロセス管理・チーム営業）」が創造的に活用され、組織と

しての成果を上げていることが明らかになった、という結論が述べられる。さらに、知識

労働としての営業のマネジメントの重要性を示したことが持つ、理論的・実践的インプリ

ケーションについて言及され、今後の課題を示している。 

 

＜論文審査の結果の要旨＞  

本論文は、営業の仕組みの改革が顧客価値を創造することができるかという日本の営業

研究のかかえる基本的問いに着目し、ドラッカー理論の視点から顧客創造のための理論的
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フレームワークを提示している。そして、このフレームワークのもとで、高嶋克義のいわ

ゆる「営業プロセス・イノベーション」が有効に機能し顧客創造が進められていくことを

具体的な企業事例分析において検証した研究成果である。審査委員会は、口頭試問及び論

文審査の結果を踏まえて、本論文の独自の成果および新たな知見として、次の諸点を評価

すべきと結論づけた。 

第1に、「営業プロセス・イノベーション」との関係である。これまで「営業プロセス・

イノベーション」は、一部の現場からの抵抗もあり、組織が営業担当者を統制・マニュア

ル化するための仕組みであるという逆機能が注目されてきた。しかし、本論文で改めて「営

業プロセス・イノベーション」を再考するにあたり、これまで当然のこととして見落とさ

れてきたと思われる知識労働としての営業に着目し、営業の仕組みが有効に機能する上で

知識労働が重要な基盤になっていることを明らかにした。したがって、「営業プロセス・イ

ノベーション」の発展の方向の１つを示すものと評価することができる。 

第2に、営業とイノベーションとの関係である。「営業プロセス・イノベーション」では、

営業の目的について顧客価値の創造よりも組織間の関係構築に焦点があてられてきた印象

が強い。イノベーションや顧客創造において営業担当者が重要な役割を担っていることは、

アメリカにおけるセールスマンの創造性研究によっても指摘されている。本論文の事例分

析によって、営業担当者が顧客のイノベーションにおいて重要な役割を果たしていること

を、改めて明らかにしている。 

第3に、知識労働としての営業のマネジメントの問題を取り上げたことは、独創的である

と評価することができる。これまで営業を知識労働の視点から捉えた研究はほとんど存在

しない。本論文ではドラッカー理論を用いて知識労働としての営業の特性を明らかにし、

営業という仕事が中央集権的・計画的なものではなく、現場の営業担当者の自律的行動に

よって市場の変化を捉え、顧客を創造していることが明らかとなった。したがって営業で

成果をあげるには、人を中心に据え、単に知識や情報を蓄積するだけでなく、それらを如

何に活用し価値創造を行なうかが重要な課題であることを明らかにしている。そして企業

は知識労働としての営業を支援するための仕組みづくりを行なうことが重要であることを

示している。 

このように、本論文は貴重な研究成果であり、博士学位に値する論文として高く評価で

きる。とはいえ、本論文には次のような課題があることを指摘しておかなければならない。 

第1に、本研究の調査対象は電気設備工事、賃貸住宅メーカー、情報サービスといったイ

ンフラ財を扱う企業である。これらの業界は取引金額が大きいものの1回あたりの取引期間

が短いという特徴を持っている。そのためビジネス市場を中長期的な視点で捉えるならば、

他の鉄鋼、ガス・電力、化学、金融、電機といった顧客との取引期間が長いとされる他の

業界においても研究することが必要であると考えられる。 

第2に、日本とアメリカとの仕事の違いがある。アメリカ・セールスマンの創造性研究に

おいて指摘されている問題ではあるが、通常米国では、Job Description（職務記述書）に
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よって事前に詳細な業務範囲、業務の進め方などが明確に定義されているが、日本ではこ

れに相当するものをもつ企業はほとんどない。したがって仕事の範囲が曖昧で、顧客の要

求に臨機応変に動くことが求められる日本の営業とアメリカでは営業に対する考え方や定

義が異なってくることが予想される。日本の営業の特性をより明確にするためには、日米

の営業に関する比較検討を行なう必要がある。 

第3に、知識労働としての営業のマネジメントの問題提起は優れているが、その内容につ

いての分析がドラッカーの枠組みである知識労働者論に限定されており、例えばより知識

労働者的であると考えられる営業マネジャーについての分析などが不十分である。 

 しかしながら、これらの課題が本論文の基本的評価を低めるものではない。また、い

ずれの課題とも、本論文をより発展的に研究していく際の今後の課題でもある。以上から、

審査委員会は一致して、本論文は博士学位を授与するに相応しいものと判断した。 

 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 

本申請者は、大学卒業後就職し長年電機業界の営業に携わってきた。2007年3月に県立広

島大学大学院総合学術研究科経営情報学専攻修士課程を修了し、2008年4月に立命館大学大

学院経営学研究科博士課程後期課程に進学し、2016年3月同研究科退学、2016年10月に再入

学し現在に至っている。下記の学会報告および論文がある。 

論文は、中村真介[2009]「営業の戦略と組織間ネットワーク-我が国の建設業における営

業革新-」『立命館経営学』第48巻 第2,3号、中村真介[2010]「事業の定義に関する一考察-

大東建託株式会社による顧客創造-」宮内拓智・小沢道紀編『ドラッカー思想と現代経営』

晃洋書房、中村真介[2010]「我が国の組織営業に関する一考察-情報サービス企業P社を事

例に-」『立命館経営学』第49巻 第4号、中村真介[2016]「営業活動における知識労働の生

産性に関する一考察-米国のセールスマンの創造性研究を中心に-」（査読有）ドラッカー学

会編集委員会編『文明とマネジメント』である。 

また学会報告は、中村真介[2007] 「建設業における営業改革-㈱サンテックを事例とし

て-」（日本流通学会関西・中四国部会第79会研究会、関西大学 2007年9月22日）、中村真介

[2007] 「建設業における統合モデル戦略-大東建託を事例として-」（日本流通学会第21回

全国大会、酪農学園大学 2007年10月27日）である。 

本論文の審査にあたっては、公聴会を2017年1月27日（金）12時30分から14時00分までA

棟9階941において、口頭試問を同日16時30分から17時30分までA棟9階941において実施した。 

以上より、総合的に判断して、審査委員会は、申請者に対し本学学位規程第18条第1項に

基づき、「博士（経営学 立命館大学）」の学位を授与することが適当であると判断した。 

 


